The Spreading of Paid Holidays and the Rise of \u27Holiday Camps\u27 in Britain by 荒井 政治 & Arai Masaji
イギリスにおける有給休暇の拡大と「ホリデーキャ
ンプ」
著者 荒井 政治
雑誌名 關西大學經済論集
巻 36
号 2-4
ページ 851-878
発行年 1986-11-04
その他のタイトル The Spreading of Paid Holidays and the Rise of
'Holiday Camps' in Britain
URL http://hdl.handle.net/10112/14701
851 
イギリスにおける有給休暇の拡大
と「ホリデーキャンフ゜」
?
井 政
? ?、?
?
労働時間の短縮が，近年，わが国にとって喫緊の国民的課題となっている。
この問題の背景には経済摩擦にからんで日本人の働き過ぎが海外与論の批判を
浴びているという事実のあることは周知のとおりである。また一つには労働時
間を短縮し，自由時間を増やせば，消費機会が拡大して，内需の拡大に貢献す
るだろうという見解もある。以上のほか，高所得，高学歴，長寿化等を背景と
した国民生活の質的向上への願望，言いかえれば，これまでの勤労第一主義，
成長至上主義から余暇生活重視型への生活意識の変革，価値銀の転換があげら
れる心
さて，労働時間の短縮については，所定労働時間の短縮，所定外労働時間の
制限，休日数の増加等が考えられるが，ここで特に問題にしたいのは年次有給
休暇である。というのは，わが国の有給休暇日数が欧米先進国に比べて著しく
少なく，消化率が際立って低いという現状の背景には，年休に対する考え方，
休み方に大きな違いがあるように思われるからである。有給休暇が欧米のよう
に労働者の当然の「権利」と考えられるようになり， 2週間とか 3週間とかま
とめて年休をとる慣習が日本の社会に定着するのは，まだかなり先のことであ
ろうが，もしそれが実現すれば日本人の余暇生活のスタイルも， したがってま
1)この点については経済企画庁編「国民生活白杏』， 余暇開発センターの刊行物等にく
わしい。
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たレジャー産業もかなり違ってくるにちがいない。本稿では， (1)大衆消費社会
へ移行しようとしていたおよそ半世紀前のイギリスにおいて，有給休暇制度が
どのようにして形成され，どの程度広まっていたか， (2)それが実質所得の増大
と相まって新しいレジャー産業（ホリデーキャンプ）の台頭にどのような刺激
を与えたかを考察して，わが国の年次有給休暇問題を考える一助としたい。
1 両大戦間における有給休暇の拡大
休日が労使間の契約に任されていた時代には，年間の休日数はイギリスでも
時代により，地方により，また職業によってまちまちであった。農業が中心で
あった前工業社会に多くの休日があったことはよく知られている。 1598年のス
コットランドの法律では，月曜日は軍事訓練の日であり，体力増強の日とされ
ており，労働は週5日になっていた％ ところが工業化がスタートする古典的
産業革命を境にイギリス人の休日は激減した。それを象徴するのはイングラン
ド銀行の休日数で，1761年には年間47日もあったが，1834年にはわずか4日に減
っている。 1871年，このような休日の少ない銀行員に，国家が年4回の連休を
贈ったのが銀行休日法 (BankHoliday Act)で，今日，イギリス人が一般公休
日を「バンクホリデー」と呼ぶのはこれに由来している。この法律が公務員や
銀行員のみならず，当時，組織も力も持たなかった弱い労働者にいかに大きな
福音であったかは，大衆の間に列車による行楽が大流行したことでもわかる。
また繊維工場で働らく女子工員や少年エは「世界の工場」の代表的な労働者で
あったが， 1851年の工場法によって，彼らの労働は土曜半休となった。半日の
労働で 1日分の賃金が支給されたのであるから，これは「有給半休」 (ahalf-
holiday with pay)の制度化と考えられる。こうして古典的産業革命期に続
くビクトリア時代 (1837-1901)には本来，聖日を意味した holydayがしだ
いに世俗的な holidayに移っていく中で， 実質賃金の上昇と余暇の増大がレ
1) Report of the Committee on Holidays with Pay, B.P.P., 1937-38 Cmd. 5724, p. 
10. 
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ジャー産業の活況をもたらしたのである 2)0 
しかし， 17世紀以来のビューリタンの精神，勤労と節倹の美徳を説いたスマ
イルズの『自助論」 (1859)の精神は， 弱まりつつもなお生き続けており， 19
世紀末に勤勉なサラリーマン3) (下層中産階級）の間に 1週間の有給休暇が広
く認められるようになっても，その恩恵を筋肉労働者にまで拡大しようという
気運はほとんどみられず， 1880年代のブラナーモンド社，プリストルのタバコ
工場，ロンドンのガス会社など少数の例が散見されるにすぎない。したがって
ランカシャーやヨークシャーその他で，工場労働者に慣習的に認められていた
1週間の夏休みはすべて無給休暇であって，その間のレジャー支出は彼ら自身
のボケットから出ていたのである。 20世紀に入っても団体協約によって，従業
員に有給休暇を認めた産業界は鉄道・公共事業・新聞印刷，会社レベルでは小
売業界にすぎなかったというから，第 1次大戦前，筋肉労働者に対する有給休
暇は極めて稀であったことがわかる叫
第 1次大戦中に労働者の地位は大いに向上した。戦時中，軍需に応じて長時
間労働，日曜労働が常態化したが，労働強化が進むにつれて，労働者の体位・
保健が憂慮されるようになり，労働時間の問題は国民文化や人道上の問題であ
るとともに，広義の国防の問題であるという認識が深まった。加えて終戦後の
産業界には戦時の労働者の重労働に報いようという雰囲気があって， 1919年
(I LO設立の年），大多数の筋肉労働者が大幅の賃上げと労働時間の短縮(1
日9時間から 8時間へ）を獲得したほか，一部の産業界（約 100万人）ではさ
らに有給休暇も与え得られた。戦後ブームの中で，有給休暇の団体協約は他の
産業界にも波及して，1922年までに全国レベルで21,地方レベルで94の協約のほ
2)拙稿「ビクトリア時代の「レジャー革命」と交通革命」関西大学「経済論集」第34巻
6号，昭60.1-11ページ。
3)ホワイトカラーの増加は19世紀末期のイギリス都市社会の特徴で， 1891年にエジンバ
ラで男子労働者の10.9形，ロンドンで10.1彩を占めた。G.Crossick(ed.), The Lower 
Middle Class in Britain 1870-1914, 1977, pp. 17-19. 
4) Report. of the Committee on the Holidays with Pay, B.P.P., 1937-38, p. 8. 
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か，企業または工場レベルでも多くの協約が締結され，半年または 1年以上の
勤続者に 3日ないし12日間連続の有給休暇が与えられることになった。このよ
うに1919-1922年の 4年間に有給休暇は急速に広まったのであるが，その後16
年間はほとんど進展がみられなかった丸
すべての労働者に年次有給休暇を一ーこの大原則の確立をめぐって労使の攻
防が展開されたのは1930年代であった。すでに1925年に労働党議員ベン・リリ
- (Ben Reley)によって 1年勤続の作業員に連続 6日の有給休暇を与える議
員立法案が下院に提出されたが，これは進行しなかった。次いで1929年， 1年
勤続の全従業員に連続8日の有給休暇を与える法案が労働党議員ローソン (J.
J. Lawson)から提出された。第 2読会では下院の空気は全体として法案に好
意的であった。支持者の主張によれば，筋肉労働者を含む 300万人がすでに有
給休暇をエンジョイしている現状からすれば，提案は何ら目新しいことではな
く，さらに900万人をリストに加えるに過ぎないという。当時の労働党内閣は，
議案が山積していて調査と審議をつくすに十分な時間的余裕がないという理由
で前進を跨躇していたが，その間に世界恐慌の嵐に巻き込まれて決着の機会を
逸してしまった叫
1936年，議会で再び活発な論戦が始まった。その契機となったのは，同年，
I LO (国際労働機構）が6日の年次有給休暇を決めたさい，イギリスの代表
がこの協定に賛同することができなかったこと，海外の23カ国では商工業に従
事する筋肉労働者，非筋肉労働者に，そのうちの幾つかの国々では農業労働者
や家事使用人にも，法律でもって有給休暇が認められており，ナチスドイツで
はそれが行政命令で保障されていること，これらの事情が社会立法の先進国を
自認していたイギリスに大きなショックを与えたことであった。この年11月，
5) G. C. Cameron,'The Growth of Holidays with Pay in Britain', Ch.10, in G. 
L. Reid and D. J. Robertson(eds.) Fringe Benefits, Labour Costs and Social 
Security, 1965, p. 276. 
6) Rゆortof the Committee on Holidays with Pay, B.P.P., 1937-38, p. 6. 
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,3度目の法案（後述するガイ・ロウスン議員提案）が審議される中で，．政府は
ようやく有給休暇の原則を認め，翌年3月，アムルリー卿を長とする有給休暇
調査委員会を発足させた。他方， この頃から賃金水準の上昇， 労働時間の短
縮，失業者の減少など，景気回復の兆候が明らかになるにつれ，経営者の間に
は法的強制をまたず，当事者間の交渉によって自主的に有給休暇をとりきめた
いという意向が強まってきた7)。その結果，有給休暇の協約は各産業界で急増
し， 1938年11月までに全国の労働者約 1,850万人のうち約900万人が， 1939年
（第2次大戦勃発）の 6月には1,100万人以上がカバーされることになった8)。
以上のように1930年代に成立した有給休暇の原則は第2次大戦中に大多数の
労働者の間に広まり，「大戦終結までに最低1週間の有給休暇を亨けていない
労働者はごく少数になった」9)という。 1940-45年の間に有給休暇の協定が激
増したのは主として 2つの組織ーーすなわち労使協調の精神に基づいて設け
られた多くの合同協議委員会 (JointIndustrial Councils) と，産業別地域
別に雇用条件を規制しようとする「雇用条件及び全国仲裁令」 (Controlof 
Employment and National Arbitration Order, 1940)に基づいて創られ
た労使の代表組織ー―収：負うている。有給休暇制度はまた土木建築作業員のよ
うに，雇用者が転々するために導入が困難とされていた業界にも浸透していっ
た。これらの業界の場合，作業員の有給休暇を管理するために，労使双方の代
表によって構成される特殊の運営会社， Buildingand Civil Engineering 
Holidays Scheme Management Limited が創設された。作業員は毎週
「休暇クレジット・カード」に雇用者から 1シリング.6ペンスに当たる「休
暇スクンプ」をはってもらい，後日これを運営会社に買い上げてもらって現金
7)コートールズ社の例ーD.C. Coleman, Courtaulds, An Economic History, I, 1969, 
p. 447. 
8) J. A. R. Pimlott, The Englishman's Holiday: A Social History, 1947, rep. 1976, 
p. 221. 
9) Cameron, loc. cit .p. 284. 
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化した。この仕組によって，すべての作業員が太陽に恵まれた 4月と10月の間
に6日続きの年休を楽しむことができた。なお，ここで付言しておきたいこと
は，この年休を病気や事故その他による欠勤と振り替えてとることは許されな
かったということである。
2 有給休暇の要求
(1) 労働組合の要求
賃上げや労働時間短縮とともに年次有給休暇を求めたのは労働組合で，それ
を法制化するために政治の舞台に持ち込んだのは労働党議員であった。 TUC
（労働組合会議）がロンドン植字工組合の提案をとりあげ，有給休暇法の獲得
に向けて第一歩を踏み出したのは1911年で，翌年2月，代表団は総理大臣アス
キスから，問題を検討するという約束をとりつけている。もっとも，それ以前
に有給休暇を得ていた組合がなかったわけではない。たとえば鉄道従業員であ
る。有給休暇がまだホワイトカラーのもので，肉体労働者にとってはユートビ
アと考えられていた1897年に，合同鉄道従業員組合 (AmalgamatedSociety 
of Railway Servants)では， 在職5年以上のプレーキ係， 信号手が 1週間
の有給休暇を得ていた。これを突破口に全国鉄道員組合 (NationalUnion of 
Railwaymen)は1917年，「全鉄道労働者に14日の有給休暇」を要求して会社
と交渉に入り， 1919年にストライキのあと在職 1年以上の者に 1週間の有給休
暇を獲得した。また同じ年，印刷工組合も同様の成果をあげている％
肉体労働者が有給休暇を要求することは途方もないことだとする戦前の考え
方は，戦後しだいに改められて，それは道徳的にも社会的にも正当な要求とし
て肯定されるようになる。そして戦後2,3年，労働組合は団体交渉の中に戦
略的に有給休暇を組み込むようになる。そうした積極的な取組みの背後には約
850万 (1918)に増加した組合員の圧力と戦後のプームによる恵まれた経済環
1) S. G Jones, The British Labour Movement and Working Class Leisure 1918 
-1939, unpublished Ph. D. thesis, Univ. of Manchester, 1938, pp. 158-9. 
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境があった。ところが組合が有給休暇の本格的キャンペーンを始めて間もな
く，運動は1920年のスランプによって気勢をそがれた。不況，失業，組合員の
減少， 1926年のゼネストの敗北，さらに世界恐慌と打ち続く困難の中で，労働
運動はもっぱら守勢に立ち，有給休暇どころか，在来の雇用条件を維持するの
が精一杯という苦境に陥った。したがって古くから貯蓄の習慣が身についてい
たランカシャーの労働者でさえ，休日を楽しむ余裕はなくなり，祭りや休日は
世帯主にとってはかえって苦痛であったとさえいわれている。
大不況は1932年がどん底であった。 33年から景気が回復に向かうと同時に労
働運動も再び活気を取り戻し， 7月，最大手の運輸一般労働者組合が新たな攻
勢の口火を切って，書記長アーネスト・ベビン（のちに労働党議員，労働相，
外相， 1881-1951)の提案に基づく次のような大会決議が採択された。
「当会議は技術変化と産業再編成による生産能力の驚威的な増大とともに，教育機会
の普及がもたらす大型余暇の要請や旅行に対する願望をも考慮にいれて，すべての労働
者に毎年最低2週間，賃金全額支給の法定休暇を保証する国民運動を組織するよう要望
する2)。」
その後の景気回復の確かな足取りに助けられ， 1937年までに合同機械工組
合，全国建築作業員同盟 (NFBTO), スコットランド坑夫組合 (NUSMW)
その他多数の組合がこれに呼応することになり，有給休暇問題の舞台はいよい
よ職場から議会へ移ることになる。この頃の組合の主張の中で注目すべきは，
ホワイトカラーに与えられているものが，なぜ筋肉労働者に与えられないか，
という 'maunal'と 'non-manual'の差別に対する怒りの声である。たとえ
ば南ウェールズ炭坑夫連盟は次のように主張する。
「私達は通常，社会で最も厳しい肉体労働をしており最も低い賃金をもらっている者
だが，有給休暇の点で，通常，ずっと高い報酬をうけ，より快適な環境の下で暮らして
いる人々よりも不利に扱われねばならない何の理由もない。われわれは，サラリーマン
だけが有給休暇を受けるべきだという伝統的な考え方をわれわれの頭から一掃せねばな
らない時期が到来したと考えるものであり，今日，社会に有益なサービスを提供してい
2) The Times, 15 June 1933. 
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る人間は，この点で，同等の処遇を受けるべきである3)。」
組合の指摘によれば，古くから事務職員は全員年2週間の有給休暇をうけて
いるが，坑夫の休暇は19世紀末期からずっと無給である。 20世紀の初め年間12
日の休暇は復活祭に 3日，聖霊降臨日に 3日， 8月に 3日，クリスマスに 2日，
坑夫のデモに 1日，に配分されていた。しかし 3日は短かすぎるので，炭坑主
に長年にわたって延長を要求してきた。 1934年，年間12日のうち 8月に 1週間
の有給休暇を与えるよう申し入れたが，「ユートビアン」だとして一蹴された
という 4)。
(2) 労働党議員 G.ロウスンの主張
労働組合による有給休暇の要求をうけて，それを集約し，議員立法法案の形
で議会に提出 (1936年11月） したのは， 労働党議員のガイ・ロウスンであっ
た。彼は下院の第2読会 (1936年11月27日）において詳細な提案説明を行って
いるが，『新フェビアン研究所四季報』5)に寄稿した「有給休暇論」から彼の主
張の大要を知ることができる。以下は原文の要約である。
① 社会的に必要なもの一「すべての労働者に年次有給休暇を与えるとい
う問題は，この数力月間に与論の中心になった。この改革に反対する人はまず
いないようだし，下院で，また院外でそれに反対した人々といえども，個人的
には，それは実に望ましいことだが実行はむつかしいと思う，というだろう。」
しかし，もしこれが実現すれば，最も喜ぶのは労働者の家庭，とりわけ家計を
あずかる主婦であろう。彼女らは毎週の家賃や店のッケを気にせず，借金の返
済に悩むこともなく，安心して「転地，休養，回復，娯楽のための時間」をと
ることができるのである。「この改革の価値はポンド，シリング，ペンスで計る
ことはできない。それに要する金銭よりもはるかに重要な社会的価値 (social
3) Minutes of Evidence taken before the Committee on Holidays with Pay. Evidence 
by the South Wales Miners'Federation. B.P.P. 1937, p. 309. 
4) Ibid., p. 310. 
5) Guy Rowson,'Holidays with Pay', NFRB (New Fabian Researh Bureau) 
Quarterly, No. 14, Summer 1937, pp. 26-31. 
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value)をもたらすであろう。」
② まだ労働者 5 人に 1 人にも達していない—現在，有給休暇を受けてい
るイギリス人は約300万人に過ぎない。そのうち約150万人は公務員，教員，警
察官等で，その外では協同組合従業員と一部企業の従業員で，彼らは最低1週
間の有給休暇を得ている。われわれは政府とすべての雇用者に，今なおほとん
ど慰安のない1,300万の勤労大衆にもそれを与えるよう要求する。
③ 産業に対する負担ー一有給休暇の導入をめぐってよく訊かれる質問は，
産業界にはイギリスの全労働者に有給休暇を与えるゆとりがあるだろうかとい
ぅことである。また一部には，その負担は事業の成否を分けるような，そんな
重いものではないのではないかという声もある。いずれにしても，「そうした
質問は労働者の生活を改善しようという提案がなされる場合，常に出ることで
ある。同じことは老齢年金が提案されたときも言われた。また同じことは労働
者補償法，寡婦・孤児年金法，健康保険法，失業保険その他，今日国民の日常
生活の一部として一般に承認されている多くの改革についてもいえることであ
る。」そうした批判や疑問に対する唯一の答えは， 富の源泉は土地と産業機構
であり，生産に従事する労働力である，ということだ。したがって，もし富の
増加分が勤労大衆に与えられるならば，彼らは心から生産に励むことができる
であろう。
④ 雇用者の譲与か法的権利かー一ー一部の理解ある方々から「その原則には
大賛成だが，それは労使間の自由な取り決めに委すべきである」という意見が
きかれる。言い換えれば，この問題に政府は介入するなということであろう。
しかし問題を労使間の協議に任しておけば， 100年たってもなお未解決の部門
—おそらく農業，石炭鉱業，機械，造船その他—が残るだろう。したがっ
て，ある一定期間内に全員に有給休暇を与えるとすれば，唯一の方法は「政府
が国会制定法をつくって，すべての雇用者に対して，全従業員に有給休暇を与
えるよう法的に強制することである。」法制化しておけば， 不況だからといっ
て雇用者に取り消される心配もない。
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⑤ コストー一有給休暇の譲与によるコストは一部反対派が主張するほど恐
るべきものなのか。実際に払うコストは些細なものであり，近代産業が容易に
吸収できるものである。労働者のうち若年労働や婦人労働の数を考慮に入れる
と，従業員 1人 1週間当りのコストが 1シリング以上になるかどうか疑問であ
る。最近北部のある州でなされた計算によると，その地方の炭坑夫に 1週間の
有給休暇を与えた場合，石炭トン当りわずか2.75ペンスのコストにすぎないこ
とが判明している。
⑥ 議会における妨害ー一有給休暇の問題に対する政府の態度は遺憾であ
る。最近，労働者に年 8日の有給休暇を与えることを全労働者に義務づける議
員立法案が下院に提出されたが，労働省政務次官はその問題を労使間の自由な
取り決めに委すべきだと発言した。下院では，法案は出席した労働党，自由党
の全議員と保守党議員多数の支持をえた。ところが専問委員会では一部の保守
党議員によって，法案は実効の無いものに修正きれ，しかもその後の審議は打
ち切られた。しかし幸いなことに，法案が国民に与えた反響が大きかったため
に，政府は有給休暇問題の全容と，それが産業に与える影響を調査する委員会
の設置を決め，目下，作業が進行中である。以上の経緯から「イギリス政府は
ヨーロッパ諸国の政府以上に反動的であることを自証した。諸外国の政府はす
でに法律を制定して，被雇用者に年次有給休暇を与えることを雇用者に義務づ
けており，その中にはフランス，ソビエト， ドイツ，イタリー，スイスおよび
チェコスロバキアが含まれている。記録に留めておくべきことは，この問題に
関してはソビエトが世界の国々に範を示したということである。」
⑦ ジュネーブにおける妨害—1936年， ILOのジュネーブ会議では有給
休暇に関する国際協定が決議され，オーストリア，ベルギー，プラジル，チリ
ー，中国，キューバ，デンマーク，スペイン，エストニア，フィンランド，ハン
ガリー，イラク，アイルランド自由国，イタリー，｝レクセンブルグ，ノルウェ
ー，ポーランド，ポルトガル，スエーデン，南ア連邦およびアメリカ合衆国が
これに賛成したが，ブルガリア，日本，オランダ，スイス，ューゴスラビアは
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反対した。まことに恥ずかしいことだがイギリス政府代表も協定に反対を表明
した。大多数のイギリス人は，こと社会立法に関しては常に各国の先頭に立っ
ていると信じてきた。しかるにわが代表は社会進歩の歯車に歯止めをかけたの
である。イギリス政府は有給休暇の法制化になぜそれほど強硬に反対するので
あろうか。政府は指導的産業資本家の指令に従わねばならないのであろうか。
ILOの報告によると，少くとも19カ国がすでに有給休暇を法制化したといっ
ている。イギリス政府が立法化できない理由はないはずである。
⑧ 海外における立法化ー一立法化の最も新しい例は1936年，フランス人民
戦線政府によってなされたものである。新聞の報道によれば，それは労働者自
身はもちろん，フランス各地のリゾート，休暇保養地におけるさまざまの事業
経営者にとっても利益になったという。もっとも，有給休暇法がすべての労働
者を対象にしているのはソビエト，フランス， ドイツ，イタリーであって，他
の国々では違っている。ある国では肉体労働者が対象であり，他の国ではサラ
リーマンが対象になっている。しかし重要なことは法律が制定されたというこ
とであり，政府さえその気になればイギリスでも法制化できるということであ
る。
⑨ ILO—有給休暇を法律によって全雇用者に強制することに反対して
いる人々に対する最善の答えは， 1935年，ジュネープにおける国際労働会議の
報告から引用 (pp.81-82)することである。
引用文の主旨は，有給休暇が国民全体にとって価値のある，そして社会的理
想と調和した一つの改革であり， 1920年以来考えてきた結果であること。近代
的生産方法，労働の合理化は常時，労働者に精神的緊張を強いており，回復の
機会を与える必要があること。生産性の大幅な増大によって得た成果を，雇用
者は年次有給休暇の形で労働者に分配すべきこと。休暇をとることによって精
気を取り戻した労働者は，高度の生産，少ない不良品，少ない欠勤，少ない病
気，少ない事故の形で雇用者に利益をもたらすことが既に立証ずみであるこ
と。
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したがって有給休暇は長い目で見れば労使双方に利益であり，既述のように，
その利益は金銭では測ることができない。
⑩ 実行促進論—有給休暇調査委員会がその実情と産業に及ぼす影響につ
いて目下検討中であるが，委員会は，全雇用者に対して最低6日の年次有給休
暇を強制する法律をつくるよう，政府に義務づけてくれるであろう。社会事業
について輝かしい歴史をもつイギリス国民にはそれを立法化し，実施する能力
をもっている。
(3) 「ワークシェアリング」との関連
現に働いている者が労働時間を減らして，失業者に雇用の機会を提供する
―これが今日，イギリスの労働組合にも支持されている「ワークシェアリン
グ」 (work-sharing)の考え方である。つまり週労働時間の短縮， 年次有給
休暇，超勤制限等を失業の緩和に役立てようというアイデアである。労働者の
間でお互いに仕事と余暇を分かちあおう，という構想は，古くは1824年のロン
ドン港舟大工組合の決議叫 1830年代の10時間労働運動，それに半世紀前の 8
時間労働のキャンペーンなどに前例がある。当面の1920年代， 30年代は失業登
録者が100万を超える大量失業時代で， 1931-35年には200万以上，最も多かっ
た1932-33年の冬には 300万を数えた。このような大量失業を背景に，両大戦
間期には J.ビァード，ァーネスト・ベビン， J.ホールスワースほか労働組合
のリーダーや労働党の中にも有給休暇を失業緩和の一助にしようという着想
があった7)。たとえば1929年，植字工組合のリーダーは，もし 2,000人の職工
が毎年 1週間余計に休暇をとるとすれば， 100人の失業者に 20週分の仕事をつ
6) 「各組合員が規定労働時間内（午前6時以後，夏は夕方6時まで）に仕上がらないほ
ど多くの仕事を独占したり， 他の職人が仕事を終えたあとローソクの下で仕事したり
しないこと，によって失業者に雇用の機会が与えられるだろう。」 P.Blyton,'The 
Industrial Relations of Work-sharing', Industrial Relations Journal, Vol. 13, 
No. 3, 1982, p. 7. 
7) S. G. Jones,'Trade Union Movement and Work-sharing Policies in Inter-
war Britain', Industrial Relations Journal, Vol. 16, No. 1, 1985. 
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くることになるだろう，と主張している。また1933年，進歩的な経営者で，ィ
ギリス最大の薬局チェーンをもつブーツ社 (BootsPure Drug Co.)社長の
トレント卿は， 失業対策として有給休暇を強制するよう提案し，「小売業で働
く全ての従業員に対する毎年 1カ月の強制的有給休暇」は「あらたに約10万人
の労働者が 1年間働く仕事量を全国の小売業界に提供することになる」と述べ
ており， 1936年にもすべての店員に有給休暇を増やす計画であることを明らか
にし，「さようなイノベーションは新しい雇用を生むだろう」8)といっている。
最後に「不況地区」局長の見解を引用しておこう。「雇用の小さな増加を期待
しうるもう一つの方法は，同一の店舗や会社で 1年間継続勤務している全従業
員に 1週間の有給休暇をとらせることである 9)。」
「ワークシェアリング」はアイデアとしては立派であるが，実際にはどうで
あったのか。上述の「不況地区」局長は時短の雇用創出効果について，それは
直ちに合理化，機械化を促進するから「一般に期待されているよりもずっと小
さいだろう」と考えていたように，かりに時短要求が実現していたとしても，
その効果はごく小さかったであろう。同じことは年休についてもいえる。した
がって，もし有給休暇が雇用創出にいささかの貢献をしたとすれば，それは時
短によるというよりは，むしろ休暇中の交通費や海浜リゾートにおけるレジャ
ー関連支出（消費拡大効果）とその波及効果に求めるのが妥当であるかもしれ
ない。
3 経営者側の見解
労働組合と労働党による有給休暇の要求に対して，経営者側の見解はどうで
あったか。早くからそれに理解を示し，積極的に評価した進歩的，人道主義的
な経営者がいたことはいうまでもないが，多くは 'nowork, no pay'の原則
8) The Times, 9 June 1933, p. 9. 
9) First Report of th Commissioners for the Special Areas, B.P.P., 1935, Cmd. 
4957, p. 92. 
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から反対した！）。 また業界を代表する経営者団体もほとんどが導入に反対であ
った。注目すべき論拠の一つは，有給休暇の問題は賃金と不可分離の関係にあ
ること， したがってそれは労使間の自主的な交渉に委ねるのが自然であって，
法律で一律に強制することは，法律による賃上げの強制になるということであ
る。また，石炭や繊維産業のような輸出産業界では，有給休暇の導入による労
働コストの上昇によって国際競争力が低下し，輸出が不振に陥れば，失業のい
っそうの増大は免れないと主張した。
まず有給休暇を認めた経営者について。伝統的な家族企業が使用人に有給休
暇を与える習慣はどこでもみられたが，これは統計には現われない。またパタ
ーナリスティックな経営者が有給休暇のような， いわゆる付加給付 (fringe
benefits)を従業員の士気高揚に，また組合対策に， 利用したこともよく知ら
れている。当時，もっとも進歩的でヒューマンな経営者の例はヨークのココア
製造業者で，かの『貧困一都市生活の一研究』 (1901) の著者， シーボーム・
ラウントリー (1871-1954)であろう 2)。彼の経営理念は TheHuman Factor 
in Business (1921)に示されているが，そこに，彼が従業員の福利厚生，とり
わけレクリエーションをいかに重視したかをうかがうことができる。本書によ
れば，賃金は単に家計を維持するだけでなく，「不慮の事故やレクリエーショ
ンのために適当な余裕をもっ」ものでなければならないし， 1919年からココア
工場で実施されていた有給休暇は「良好な労働条件」の一要素とされている。
すなわち「すべての労働者は年間 6日の公休日のほか 1週間の夏季休暇に対し
ても全額の支給をうける」ことになっており，出来高給の労働者についても妥
当な額が支給されていた。各職場の責任者がその地位に応じて，さらに長期の
休暇（最高4週間）を与えられていたことは言うまでもない3)0 
1) Jones, British Labour Movement, p. 153. 
2)彼は，チョコレート・メーカーで労使関改善のパイオニア，ジョージフ・ラウントリ
-(1836-1925)の第3子。
3) Seebohm Rowntree, The Human Factor in Business, 1921, p. 29. 
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次に経営者団体の反対論を紹介しょう。まず有給休暇は賃金の問題一ーとい
う立場からする法制化反対論について。
「休暇期間に対する賃金の支払は，賃金および雇用条件一般の問題から切り
離すことはできない。各産業界には独自の経済事情があるし，また労働者が支
給される金にしても，その中のどれだけを週給の形で受けとり，どれだけを休
暇中の支出のような他の目的のために残しておくか，は労働者の希望を聞かね
ばならないが，それらの問題に適切な判断を下すには労使双方の団体交渉によ
るほかない。」ところが，有給休暇を法制化すれば，「当然，団体協約は侵害さ
れ，無視され，その産業界の労使間で問題を先議し自主的に決定する自由を奪
いとるだけでなく， 産業界とイギリス全体の福祉の発展と向上の基礎である
協議機関を必然的に損うことになるだろう 4)。」以上は 700万の労働者を雇用す
る産業界の最高組織である経営者団体連合会 (NationalConfederation of 
Employers'Organisations)が有給休暇調査委員会にあてた回答で，傘下の
業界団体が提出した回答もほとんど同主旨である。
反対論者の中でも，斜陽の輸出産業を代表するランカシャー綿工業界と石炭
業界の経営者はとりわけ強硬であった。まず綿業界の主張を聞こう 5)。 ①綿業
界は休暇の必要を認めてきた。 1919(大正8)年の協約以来， 週労働時間は
55.5時間から48時間に短縮され，年間の休日は丸 1週間の夏休み (6月末ー9
月初め）を含めて13.5日であるが，休養はこれで十分のはずである。②マネー
ジャーやセールスマンのような一部スクッフに対して慣習的に有給休暇が与え
られているが，彼らには48時間以上の超過勤務に対して手当が支給されていな
い。⑧有給休暇制を採用すると，それの支払い（紡績業では23万3,000人に対
4) Report of the Committee on Holidays with Pay, Cmd. 5724, B.P.P., 1938, 
Minutes of Evidence, p. 431. 
5) Minutes of Evidence taken be/ ore the Committee on Holidays with Pay, 5 th 
Oct. 1937-The Federation of Master Cotton Spinners'Ass. Ltd. 及び The
Cotton Spinners'and Manufacturers'Ass. 
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して約40万ポンド）のほかに工場閉鎖中の間接経費（約10万ボンド）を負担せ
ねばならなくなる。④綿製品の60彩は輸出に向けられているが，世界市場にお
ける競争は激烈で， 1913年の輸出量70億7,500万平方ヤードは現在20億平方ヤ
ード以下に激減している。主な競争相手は中国，インド，とりわけ日本で，ぃ
ずれも低賃金国である。したがって有給休暇によるコストが追加されれば，失
地回復どころか現状維持すらおぽつかなくなるであろう。⑥ランカシャーの労
働者はヨーロッパの主要綿業国と比べて30彩も高い（したがって日本より蓬か
に高い）賃金と，社会保険，年金など世界一手厚い社会サービスをうけてい
る。
「有給休暇運動の意図するところは，労働者に休息，レクリエーションおよ
び休暇をエンジョイするに足る金銭的ゆとりを提供することにあるといわれて
いる。われわれが謹んで申し上げたいことは，綿紡績業界の労使が取り決めた
現在の労働時間，休日および賃金は， 労働者に必要な休息と余暇を与えてお
り，休暇中の出費をまかなっている，ということである。このことを証明する
ためには，ランカシャーの典型的な紡績地帯の労働者がいう 'WakesSavings 
money'(夏祭り貯金）について， 多くの地区別貯蓄表6)を提示するだけで十
分である（貯蓄表一省略）。」
またイギリスの石炭生産の 90%以上を担っている炭鉱主の団体 Mining 
Assciationはマージンの乏9しさ，有給休暇の困難さを次のように訴えている7)。
①炭鉱業では，販売価格に占める賃金の割合が概して製造業に比べてずっと大
きく，利潤はずっと小さいのである。石炭生産に占める賃金の比率は総生産費
の約％にも達している。また賃金協定のさいに想定されている賃金と利潤の比
率は 6: 1 *の見当であるが，実際に受け取る利潤は長年の間それをずっと下
回っている。」（＊正味売上高に対する賃金と利潤の分配率は通常85:15とい
う。）R「石炭生産費は国家的関心事であり， その不当な上昇は製品を輸出し
6) M切utesof Evidence, op. cit., p. 124. 
7) Minutes of Evidence, op. cit., pp. 285-6. 
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なければならない石炭消費産業にダメージを与えることになる。また石炭輸出
業の場合，生産費の上昇は販売と雇用の面で一層大さな影響を及ぽすことにな
る。石炭輸出を持続することの国家的重要性については多言を要しない。」
4 アムルリー委員会報告—―一労使折衷案
1937年3月25日，政府は労使の代表を含む委員会（アムルリー委員会）を設
けて「有給休暇を与えられている雇用労働者 (employedworkpeople)の数
と，制定法その他による有給休暇拡大の可能性を調査し，勧告させる」ことに
した。委員長のウィリアム・マッケンジー（アムルリー男爵， William Wa-
rrender Mackenzie, Baron Amulree, 1860-1942)はスコットランド出身の
法律家で，労働裁判所 (IndustrialCourt)の初代所長や政府の各種委員会の
長を歴任， 1929年貴族に列せられた労使仲裁のベテランであった。同委員会は
1~37-38年の 1 年の調査結果を『有給休暇委員会報告書」 (Report of the Co-
mmittee on Holidays with Pay)8lにまとめた。以下はその紹介である。
委員会のいう「労働者」 (workpeople)とは年収250ポンド以下の肉体労働
者および非肉体労働者のことである。当時， イギリス（ブリテン）の「労働
者」総数は1,850万人であるが，そのうち年次有給休暇をうけていたのは約775
万，全体の409)る余りで，その内訳は次のとおりである。
(a) 1938年 3月現在，団体協約によってカバーされいてる賃金労働者 300万
(b) 事務識員， ドラフトマン，タイビスト 125万
(c) 店員 100万
(d) その他のサラリーマン，固定賃金労働者 50万
(e) 団体協約以外の協約によってカバーされている肉体労働者 25万
(f) 公務員，軍人 100万
(g) 家事使用人，その他の戦業 75万
8) B.P.P., Cmd. 5724, April 1938. 
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それでは全体の60彩に近い 1,075万はどんな賃金労働者か，なぜ有給休暇が
与えられないのか。委員会は次のように分析している。
(a) 「雇用条件または雇用契約の性質」が団体協約の締結を困難にしている
産業界の労働者一一たとえば農業労働者とか建築作業員のような季節労働
者，臨時労働者，職場が頻繁に転々とする労働者。
(b) 外国の激しい競争にさらされており，有給休暇によるコストの増加が輸
出価格にはね返るという産業界—たとえば炭鉱業，綿· 羊毛・麻・メリ
ヤス工業，および海運業—で働らく労働者。
(c) 零細規模の雑多な産業や組織力の弱い産業界—たとえば労働組合もな
＜賃金審議会 (TradeBoard) が最低賃金を決めているような業界―
の労働者。
労使双方から証言を徴した結果， 委員会としては「年次休暇が労働者の幸
福，健康および能率に大きく貢献することを否定することはできないし，また
労働者の間に毎年連続した休暇をとる習慣が広まることは， 社会にとっても
利益になるだろう」と判断しており， 低賃金労働者にも 1週間 (aworking 
week)の年休を実現するためには， それを有給にしなければならないと結論
している。問題は，上に述べた 1,075万の労働者に速かに有給休暇を与えるに
は，法律を制定して雇用者に強制すべきか，それとも労使間の団体交渉に任す
べきか，ということであるが，委員会は，有給休暇は賃金の問題であるという
立場から後者の見解を採り，労使を休暇法廷 (HolidayTribunal)のような
審判の場に引出すことは極力避けようとした。したがって政府に対する勧告で
は「有給休暇は（失業保険に加入を強制されている）すべての労働者につい
て，不当な遅れなく，雇用契約事項の一部として確立さるべきこと。この休暇
は少なくとも 1週間にわたり，可能な限り連続してとられるべきこと。休暇期
間はその年のサマータイムの開始から10月初めまでにとれるように配慮さるべ
きこと」とした。そして，一方では未だ有給休暇の協約をもたない産業界につ
いては，早急に団体交渉を開き，妥結しだい協定書の写しを労働大臣に送らせる
660 
イギリスにおける有給休暇の拡大と「ホリデー キャンプ」（荒井） 869 
よう督励するとともに，他方では「1940-41年の議会の会期中に産業界一般に
有給休暇を与える立法が制定されること」を予告した。つまり，この猶予期間
中に団体協約による有給休暇を普及させようという狙いである。法的強制に伴
う政労使間の摩擦混乱をさけ，っとめてボランタリーな決定の形で問題を処理
しようとするあたり，まことにイギリス的な措置というべきであろう。なお委
員会は，建築業や港湾運送業のように，雇用が不規則で，雇用主が転々する産
業界については，就業カードに切手を貼る方式 (stampingof employees' 
cards)を提案し， 労働者が年休をとる前の 1年間に彼を雇った各雇用主にコ
ストを分担してもらい，その運営上の面倒を政府がみることとした。
では苦汗産業の労働者のように，労働組合をもたない低賃金労働者の有給休
暇はどうなるのか。委員会は賃金審議会が最低賃金を決めているような業界で
は審議会に，また地区の農業労働者の労働条件を決めている農業賃金委員会
(Agricultural Wages Committees)にも， 1週間の有給休暇を与えること
ができるような法律を制定するよう勧告した。同年の有給休暇法 (Holidays
with Pay Act, 1938)がそれである。
委員会が猶予期間をおいたことには， 実はもう一つの理由があった。それ
は，有給休暇の普及に伴って激増する行楽客が休暇を楽しむためには，海岸や
湖畔のリゾートにおける宿泊施設，娯楽施設の増加，アメニティの充実，時間
差による休暇期間の分散化，ラッシュの緩和，産業界の休暇と学校の休暇との
調整など，余暇産業界にも，政府・行政の側にも，ある程度の準備期間を必要
としたことである。
有給休暇に関するアムルリー委員会の結論は以上のとおりであるが，これに
対する社会の評価は『エコノミスト』 (1938年5月7日号）がそれを「中庸の
勝利」と称えたのに反して， 社会党の機関誌『ソーシャリスト・スタンダー
ド』 (1938年6月号）は休暇を真にエンジョイするには結局， 社会主義を実現
する以外にないという。
「エコノミスト』は「有給休暇」と題する論評の中で， 「委員会はわれわれ
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の時代の真の声を反映している。身体の健康と健全な機能の問題に対する国民
の関心が昂って，有給休暇の主張はいやが上にも盛り上がってきた。産業の能
率を高めるには有給休暇の普及なくしてありえない」と述べ，労働省，文部省
は協調して休暇の分散をはかり，地方自治体は安価な余暇施設の充実につと
め，麗用者は少しばかり労働コストの増加を認めれば，労働者の福祉は大いに
向上するにちがいない。「しかも， それを労使の協定によって実現することは
中庸の勝利になるだろう」と結んでいる9)。
ところが『ソーシャリスト・スタンダード』によれば，「イギリス資本の利
害を反映している『エコノミスト』は， そのアイデアをただ全面的に称賛し
ただけ」と手きびしい。「有給休暇が労働者にとって大きな魅力であることは
紛れもない事実である。彼らの多くは田舎や海辺で 1週間滞在したこともな
く，毎週1シリングか2シリングを何力月もコッコツ貯めてやっと汽車賃と宿
泊費が払える人達であり，休日を主として散歩かゴロ寝か「遊園地」でささや
かな遊びを楽しむだけである。」このような貧しい剰余価値の生産者に対して，
雇用者階級が突然情け深くなるはずがない。現に「有給休暇は社会問題(social
matter)と考える原則についても，委員会は雇用者の一般的承認を得ることが
できなかった。」それを認めたのは，有給休暇によるコスト上昇分を生産性の
向上によって吸収できた一部の近代的な大規模の産業界だけであった。つまる
ところ「休暇の問題は労働者階級の貧困の問題の一部である。」したがって資本
主義を打倒して社会主義を樹立し， 「剰余価値を食べる人間」 (surplus-value
eaters)を無くすれば，「すべての者が衣食住も教育も自由に手に入るだけで
なく，すべての者がその当時の社会で可能な最高条件で，世界旅行や長期休養
をエンジョイする自由を手にすることができるだろう」と，その主旨はまこと
に素朴であり単純明快である10)。
9) The Economist, 7 May 1938, p. 287. 
10) The Socialist Standard, June 1938, pp. 86.:.90. 
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5 リゾートの整備と「ホリデーキャンプ」の流行
戦間期のイギリスでは，実質所得の伸び，労働時間の短縮，それに年次有給
休暇の拡大があって，失業に見舞われなかった大多数の労働者の間に，映画，
音楽とダンス， ラジオ，休暇旅行などさまざまの新しいレジャー活動が流行
し，レジャー産業もマスレジャーの時代を反映して大規模化し，本格的な資本
主義経営に成長して，国民経済の周辺部から中心部へ進出した1)。 この時代の
レジャー市場にみられた一つの特徴は，女性のレジャー進出が目立ったことで
ある。これは第 1次大戦中，軍需工場その他あらゆる職場で女性は男性の労働
に代替したこと，戦後は新しい軽工業が発達し，高賃金をえる機会に恵まれた
こと，産児制限の普及による家族数の減少と，最後の出産の早期化 (1890年一
33歳， 1930年ー28歳）により雇用機会，したがって収入が増大したこと，第4
次選挙法改正 (1918)によって婦人参政権をえたこと， によるものである2)。
男性中心のレジャーが多い中で家族指向型レジャー，ファミリー・レジャーが
増加したのはこの一つの現われであろう。
ところで，年次有給休暇の増加はレジャーにどのような影響を与えたであろ
うか。ビクトリア時代に列車による海水浴場への行楽が全国的に普及したこと
は別の機会にとりあげた3)。 しかしモークリゼーションが始まる戦間期には，
そうした日帰りの行楽 (daytrip) や週末の行楽 (weekend-trip) は遊覧バ
スによる「コーチツアー」の流行によってさらに多様化した。一方，年次有給
休暇の拡大にともなって，多くの人々が風光明媚のリゾートや「ホリデーキャ
ンプ」で少なくとも連続 1週間の休暇（外泊）を楽しむ機会をえるようにな
1)拙稿「イギリスにおける大衆娯楽産業の発達ー戦間期の映画産業を中心に一」関西大
学「経済論集」 36巻1号，昭61.
2) John Stevenson, British Society 1914-45, 1984, pp. 159-70; 河村貞枝「イギリ
スにおける婦人参政権運動」，『愛知女子短大研究紀要」 16号。
3)拙稿「ビクトリア時代の「レジャー革命」と交通革命」関西大学「経済論集」 34巻6
号，昭60.
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る。こうして1930年代末期には，ふだん勤倹貯蓄にはげみ， 1週間のホリデー
（年休）を存分に楽しむという新しい生活のスタイルが，労働者階級の間にも
広まり始めた（大多数のイギリス人の間に普及するのは1945年から）4)。年休
を楽しむ人口が増加すれば，当然，移動のための足，宿と賄い，娯楽や土産品
等を提供する必要が生じるから，海辺や湖畔のリゾート都市ではどこでも人口
が増加し，余暇産業（ホリデー・インダストリー）が繁栄した。そして『バー
ロー・レボート』（王立委員会設立 1937年，発行 1940年）が示すように，国民
に行楽と休養の機会を与え，福利と活力に貢献している「丘陵や淡谷，森林，
原野，岬」など自然的アメニティの重要性が見直され， レクリエーションのた
めのオープンスペースの確保，国立公園の設立，ナショナル・トラストや農村
保護協議会のボランタリーな活動が改めて注目されるようになってきた凡
イギリスのリゾートでは護岸，遊歩道，公園，野外音楽堂，照明等はもっぱ
ら地方自治体の施設であり，棧橋，パビリオン，コンサートホール，スボーツ
施設，水浴フ゜ール，駐車場などもそうであることが多い。したがって行楽客が
増加するにつれて， リゾート都市当局の余暇関連の公共投資は増えつづけた。
たとえば，労働者のリゾートとして有名なプラックプール（ランカシャー）の
場合，市当局は両大戦間にサンクンガーデン（周りにテラスのある床の低い花
壇）その他のアメニティをもつ全長7マイルの遊歩道に 150万ボンド， 1921-
23年に野外水浴場に10万ボンド， 1926年には公園に25万ボンド以上と熱帯植物
園に 25万ポンドを，そして 1939年には屋内海水浴場に 30万ポンドを投じてい
る。実際，海岸や田園の自然の景観を維持し，計画的に秩序あるリゾート開発
を進めていくことは，政府にとっても，当時の地方自治体やその連合体にとっ
ても，未来に責任を負う重要課題となっていた。
4) Edmund W. Gilbert,'The Holiday Industry and Seaside Towns in England 
and Wales', in Festschrift Leopold G. Scheid! zum 60 Geburtstag, Vienna, 
1965, I, p. 23. 
5) 「バーロー・レボートーイギリスの産業立地と地域政策」伊藤，小杉，森川，中島共
訳，昭61,15ページ。
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一方，増大するホリデーメーカーを収容するホテル，ボーディングハウスな
どの宿泊施設， レストラン，劇場，映画館，ダンスホール，交通機関等のサー
ビスは民間の「余暇産業の関係業者やボランタリーな団体に委された分野であ
ったが，肝心の宿泊業者のサービスについては，高くて，まずくて，無作法と
芳しくない評判も聞かれた。ホリデーメーカーの間でそうした不満が消えるの
は1930年代の末期で，それに最も大きな貢献をしたのは「20世紀の最も重要な
イノベーション」と貨賛された「ホリデーキャンプ」である 6)。
「ホリデーキャンプ」というのは海岸のリゾートなどに，行楽客が必要とす
る個別の宿舎，共同食堂，各種のレクリエーションや娯楽の施設を設け，それ
らを包括料金で利用させるところで， 20世紀の初め頃に登場，第 1次大戦後と
くに自動車，大型遊覧バス (charabanc)の普及につれて成長した。 1935-
37年，ウィリアム・バトリン（通称 BillyButlin, 1899-1980)がスケグネス
（リンカンシャー）に開設した大規模で豪華なホリデーキャンプが行楽客の人
気を呼んで商業的に大成功を収めた。その後これをモデルにしたキャンプが各
地に生まれ，バトリンは余暇産業界にキャンプ・プームをもたらすことにな
る。
19世紀末から社会改革を目指す団体が運動の一環として，余暇を活用し人間
性を磨くために，勤労者や青少年に健全なレクリエーションの指導をおこなっ
ていた。サイクリング，キャンビング，徒歩旅行その他幅広い活動を組織して
いたクラリオンクラプ (ClarionClubs), イングランドにおける「野外運動の
父」といわれた T.A. レナード (1864-1648)が創設した協同ホリデー協会
(Co-operative Holiday Association), 各地にサマーキャンプ，ホリデーキ
ャンプ，ゲストハウスを用意したホリデー友の会 (Holiday Fellowship), 
セシル・ロジャスンが 1921年， トインビーホールに創設した勤労者旅行協会
(Workers'Travel Association)などがそれで，類似のものにYMCAゃュ
ースホステル協会がある。これらの非営利的団体はいずれも会員の健全なレク
6) Pimlott, op. cit., Ch. 14, esp. p. 246. 
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リエーションのために宿泊施設を用意しており，それらの施設はときに「サマ
ーキャンプ」，「ホリデーキャンプ」の名で呼ばれていたが，その内容は上に述
べたものとは異っていた冗
「ホリデーキャンプ」の起源は他の社会的発見と同様に，必ずしも明白では
ない。近年，ジル・ドローワー (JilDrower)による GoodClean Fun : the 
Story of Britains First Holiday Camp(1892)という本が出たが，著者は， リ
バフ゜ールの人で1894年，アイリッシュ海に浮かぶマン島の首都ダグラスに勤労
青少年のホリデーキャンプを開いたジョージフ・カニンガム (1853-1924) こ
そ「イギリスのホリデーキャンプのパイオニア」であったと断言し，次のよう
に述べている。
ホリデーキャンプに関心の無い人はいないと思う。……が人々がさとっていないこと
は，この高尚な楽しみのすべてが19世紀に始まっていること，そしてイギリスの最初のホ
リデーキャンプがビリー・バトリンが生まれる以前に設立されていた，ということである。
バトリンが1936年に最初のキャンプを開いたとき，「カニンガム・ヤングメンズ・ホリ
デーキャンプ」はすでに40年の実績をもっており，年平均6万人が訪れ，マン島のあの場
所で堂々と経営していたのである。もともとキャンピングホリデーとして出発したカニン
ガム・キャンプは， 1908年には1950年代， 60年代のホリデーキャンプと同様のあらゆる特
徴を具えていた。そこには安価な大規模の宿泊施設があり，キャンパーは家屋ではなく，
何例も並んでいるローソクの点ったテントの中で眠った。そこは小型のホリデー・リゾー
トになっており，大食堂，コンサートホール，製パン所，理髪店，ボーイ，銀行， 90フィ
ートの温水プールなど， リゾートのすべての施設がそろっていた。そこでは早くからホリ
デーキャンプ・スヒ゜リットが存在していた。団体競技，唱歌その他の組織的娯楽は後世の
キャンプと同様にカニンガム・キャンプでも重視されていた。
カニンガム・キャンプが今日のそれと違う点はルールが厳しかったことで，すべてのキ
ャンパーはホリデーの期間中，アルコールを口にせず，不作法な言葉をつかわない旨，申
込書の誓約のところにサインさせられ，女人禁制になっていた。第1次大戦がもたらした
社会変化にもかかわらず，カニンガム・キャンプでは， 1945年にキャンプを売却するまで
7) David Prynn,'The Clarion Clubs, Rambling and the Holiday Associations 
in Britain since the 1890s', fauna! of Contemporary History, Vol. 1, 1976. 
666 
イギリスにおける有給休暇の拡大と「ホリデーキャンプ」（荒井） 875 
女人禁制の禁酒キャンプであった。誰の話を聞いても，キャンパーはいつもこの高尚な楽
しみ (goodclean fun)を愛好していたという 8)。（ちなみにカニンガム・キャンプは第
2次大戦勃発とともにイギリス海軍に接収された。戦後， 事業の復活を断念した2代目
は，それをプラックプールの実業家に50万ボンドで売却している。）
しかし，一般のイギリス人を大いに楽しませた「ホリデーキャンプ」はカニ
ンガム型のような，そんな堅苦しいものではなく，むしろアメリカ人好みの明
る＜陽気なキャンプであった。 この新しいクイプの余暇産業を考え出したの
は，一流の実業家であり興業師であった「ビリー・バトリン」という人物で，
『イギリス企業家辞典』9)によれば， 彼は「大衆レジャー産業のバイオニア」
とされており， 1964年にはナイト爵をうけている。
ビリーは1899年，ケープタウンに生まれ， トロントで育ち， 1920年代には縁
日で輪投げの遊び場を開く興業師としてイングランド各地を廻っていたが，海
辺へ向って走る観光バスの列を見て，新しい余暇産業時代への夢をふくらませ
ていた。彼がバークレー銀行支配人の支援を得て，それを実現した処は東海岸
の有名なリゾート，スケグネス10)であった。 1927年，彼はそこに4つの遊戯
場，タワースライド（大すべり台）， お化け屋敷， 電気自動車路を設けた。続
いてスケグネスとメイプルソープに 2つの遊園地をつくり，当時，アメリカそ
の他で人気をあつめていたジェットコースター，（小型電気自動車をぶつけ合
って遊ぶ）ダージャム場などをとり入れ，小動物園も併設した。彼の目に狂い
はなかった。 1933年までに常勤900人，シーズン中の臨時雇2,000人，年間収益
2万~2万5,000ポンドをあげるまでに成功していた。
「ホリデーキャンプ」のアイデアは 1920年代の初め，バリ島の休暇で 1週
8) Jil Drower, Good Clean Fun, The Story of Britain's First Holiday Camp, 
1982, p. 7. 
9) Business History Unit, L. S. E.(ed.) British Business Biography. 
10)スケグネスー19世紀半ば人口数百人の寒村。 1873年，ここへ鉄道を通し，イギリス有
数のリゾートにしたのはスカープラ伯であった。拙稿「ビクトリア時代の「レジャー
革命」と交通革命」関西大学「経済論集」 34巻6号， 22-25ペー ジ。
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間連日雨にたたられたおり，かつてカナダの湖畔の小屋で過ごした楽しい休暇
の想い出とともに浮かんだという。 1935年，彼はスケグネス遊園地の近くに48
エーカー（約 5万8,000坪）の畑地を購入し， 1935-36年の冬，そこに大食堂，
レクリエーションホール， クラプ室， 体育館（いずれもコンクリート建），電
気照明・水道のついた 800戸の木造とコンクリートの小住宅を建て，テニスコ
ート，ボーリング場，ゴルフ場，水泳フ゜ー）レ，それにボート遊びのできる湖ま
で付設した。キャンプの完成は翌年になったが，訪れるキャンパーの数は毎週
2,000人を越え， 1939年には5,000人を収容するまでに成長していた。 1938年に
は新たにクラクトンにも同じ規模のキャンプを設立し，続いて第 3のキャンプ
をスカーバラに近いフィレーに計画したが， これは戦争のため実現しなかっ
た。 1938年10月，バトリン株式会社 (Butlin'sLtd.)の純資産は約876,500ボ
ンド，年間の収益は約 121,000ポンドに上っていた。バトリンの成功が刺激と
なってトマス・クック社その他が参入し，同種のホリデーキャンプは1939年に
は全国で 200カ所，収容人員は週30,000人に増加した。しかしバトリンにとっ
て残念なことに， 1939年に大戦が勃発し，彼の 2つのキャンプはともに軍隊に
接収されてしまった。
バトリンの「ホリデーキャンプ」の成功には，上述のように有給休暇が筋肉
労働者の間にも拡まってきたこと，大多数の家庭が週 3~4ボンドの収入をえ
るようになって 1人35シリング~3ポンド（シーズンにより異なる）のキャン
プ料が払い易くなったこと，それに観光バスが普及して遠隔地の行楽客を動員
し易くなったという時代背景のほかに，次のようなバトリン自身の興業家とし
ての経営的才能があげられる。すなわち，隣接した遊園地を設けてキャンパー
に自由に遊ばせ，ロンドン・ノースウェスタン鉄道を説得して広告宣伝費の半
分を負担してもらい，子供部屋や遊戯場を設けて労働者階級の母親たちに好評
をえ，日曜日には礼拝の時間を組み込み， 健全な家族的娯楽の提供につとめ
た。また赤いブレザーに白いズボンをはいた従業員がキャンパーを巧みに誘導
して，さまざまのグループの娯楽ー一久ボーツ，ゲーム，ダンス，映画，一流
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芸能人による演芸など一を楽しませ，美人コンテストを開き有名人を招いて
キャンプの魅力を広く宣伝した。
こうしたホリデーキャンプの流行に対して批判が無かったわけではない。娯
楽の規格化， 画ー化や，スビーカーで大集団を動かすやり方は， 個人の自主
性，創造性を損うおそれはないかとか，映画の質が低下しないか，という声が
聞かれた。しかし一般的にいって，キャンプの人気は上々で，世間はその健全
な発達に大きな期待を抱いていた。たとえば『タイムズ」はホリデーキャンプ
を論評した記事の中で，それが主婦にもたらす福音について，次のように指摘
している。「一家の主婦が看過されてはならない。彼女らは休暇の期間中， 妻
や母親が家庭の雑用から解放されるような制度ができることを期待している。
「不況地区」には失業者の妻をホリデーセンターヘ行かせ，家庭の雑用から解
放された完全な休養をとらせる制度ができている。彼女らはそうした制度が拡
大されて，国家に余計な負担をかけずに，就業者の妻も同様の機会に恵まれる
ことを望んでいる。」11)
最低 1週間の有給休暇が大多数の労働者に広まりつつあった戦時中，健全な
余暇施設としてのホリデーキャンプに対する社会の期待はさらに大きくなり，
経営者に社会的使命の自覚を望む声も高まっていた。『休暇計画』 (Planning 
for Holiday, 1942)の著者も，経営者がその使命を忘れて目先の営利に走り，
規模の経済性を追うことを厳に戒めている。「これらのホリデーキャンプは多
少の批判をうけたが，大衆の間に人気があり，社交的な休日を好む大多数の人
びとに現実に爽快な休日を与える一手段として一定の可能性をもっている。ま
たキャンプは家庭の母親に家事から解放された休息の時間を与えることができ
る。それは他の形式の休日では得られない。したがって肝心なことは，キャン
プは賢明な経営方針のもとで健全な育成をはからねばならないということであ
る。キャンプは平素，社交の機会に恵まれない若い男女にとって，互いに顔を
11) The Times, 3 Nov. 1938. 
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合わせ，交際し，結婚のプランを練ることができる場所として，やがて重要な
国民的財産になるであろう。この目的を達成するために第 1に重要なことは，
利潤追求を経営の動因としないことであり， 第2に過大にならないことであ
る12)。」
12) P. E. P., Planning for Holiday, 1942-Pimlott, op. cit., p.250. 
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